
（平成２２年７月２２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 19 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認北海道地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



北海道国民年金 事案 1639 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年３月 

私は、申立期間当時は大学生であったことから、私の母親が国民年金の加

入手続と国民年金保険料の納付免除の手続を行ってくれたが、手続が遅れた

ために申立期間の１か月については未納期間のままとなり、その後、申立期

間の保険料について納付するよう何度か納付の督促がきていた。 

平成 12年 12月ごろにＡ市に転居したため、同市Ｂ区役所に転入の手続に

行き、国民年金の加入手続とその後の保険料納付免除の手続を行った。 

その際に、窓口の担当者と申立期間の国民年金保険料の話になり、担当者

は保険料を納付しないと将来の年金額がいくら減ることになるか計算して

くれて、一生のことだから納めた方が得だと説明してくれた。 

減ることとなる年金額は大したことはなかったと記憶しているが、また納

付の督促をされるのは嫌であったので、申立期間の国民年金保険料を現金で

納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料の免除手続、及び国民健康保険の加入手続を、平

成 12年 12月４日にＡ市Ｂ区役所で行っていることが確認できるとともに、同

市では、納付が可能な保険料について、希望があれば、その場で手書きの納付

書を交付することもあったとしている。 

   また、オンライン記録により、申立人が国民年金保険料を納付したとする直

前の平成12年11月７日に申立人に対して納付書が交付されていたことが確認

できることから、申立人には、当時未納となっていた申立期間の保険料の納付

書が送付されたものと認められ、申立期間の保険料について納付するよう督促



されたため納付することにしたとする申立人の説明内容と一致すること、及び

当該区役所職員とのやり取りについて、目減りすることとなる年金額や保険料

を納付できなくなる期限が迫っていると説明されたことなど、その内容に不合

理な点は見受けられない。 

   さらに、国民年金保険料を納付したと推測される金融機関等では、保存期間

経過のため、申立期間の保険料を納付したことを示す当時の資料が確認できな

かったが、前述のとおり、申立人の主張を裏付ける記録が残されていることな

どを踏まえると、申立内容の信憑性
しんぴょうせい

は極めて高いものと考えられ、申立人が

保険料を納付していないと考える方がむしろ不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1640 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56年７月から 58年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 58年３月まで 

私は、昭和 53 年４月に大学を卒業しＡ職として就職したが、社会保険に

加入できなかったため国民年金に加入した。 

 国民年金の加入手続は、私の父親がＢ市Ｃ区Ｄ支所で行い、自宅に来てい

た集金人に私の母親の国民年金保険料と一緒に払っていた。 

 この度のねんきん特別便で、申立期間の国民年金保険料が未納とされてい

ることを知ったが、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の周辺被保険者の状況調査により、

昭和 58年 10月ごろに払い出されていることが確認でき、別の記号番号が払い

出されたことをうかがわせる事情も見当たらないことから、申立人の国民年金

の加入手続はこのころに行われ、同時に国民年金被保険者資格は、申立人が大

学を卒業して強制加入対象者となった 53 年４月に遡及
そきゅう

して取得されたものと

推認できるところ、加入手続を行った時点では、時効により保険料を納付でき

ない申立期間の一部を除き、56年７月から 58年３月までの期間は過年度納付

により保険料を納付することが可能である。 

また、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間の保険料をすべて納付し

ているほか、一緒に納付していたとする申立人の母親も国民年金に任意加入し、

60 歳までの保険料をすべて納付していることから、申立人及びその母親の国

民年金に対する保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

さらに、Ｂ市では国民年金の加入届を受け付けた際、納付可能な過年度保険

料の納付書を発行し、納付勧奨を行っていたことが確認できることを踏まえる



と、その納付書により、申立期間のうち納付可能な上述の期間の保険料を納付

したものと考えても不自然ではない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和56年７月から58年３月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 



北海道国民年金 事案 1641 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の昭和 59年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

    

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

   住    所 ：  

             

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 昭和 59年１月から 61年３月まで 

    私は、申立期間についてもそれまでと同様にＡ町に居住し、町内会の集金

により毎月国民年金保険料を納付していたはずである。生活も以前と変わら

ず余裕があり、申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、申立期間以前からＡ町に居住し、町内会の集金により国民年金保

険料を納付していたと述べているところ、オンライン記録により、申立人が昭

和 61 年４月１日に国民年金第３号被保険者に該当すると同時に申立人の住所

がＢ町からＡ町に変更処理されていることが確認できるが、Ｂ町では、一時的

にでも同町に住所を定めていれば住民票の除票が残されているとしていると

ころ、申立人の当該除票は存在しない。 

また、申立人の夫が勤務する事業所は、県東部を中心に数か所の営業所を設

置していたが、Ｂ町には設置しておらず、申立人とその夫がＢ町に居住する理

由は見当たらないことから、オンライン記録の住所管理には不自然さがみられ

る。 

さらに、Ａ町の記録では、申立人は、申立期間中の昭和 61年２月 12日に他

市町村から転入、平成２年４月 19 日に他市町村に転出したとなっているが、

申立人及び申立人の夫は、申立期間以前から平成２年４月にＣ町に転居するま

でその夫の勤務するＡ町の事業所近くの社宅に居住していたとしている上、そ

の夫が勤務していた事業所の代表者（申立期間当時の夫の上司）もそのことを

詳細に記憶し、証言していることから、申立人の説明は信憑
ぴょう

性があり、Ａ町



の記録にも不自然さがみられる。 

加えて、申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間に保険料の未納は無く、

保険料をすべて現年度で納付しているほか、その後の第３号被保険者及び厚生

年金保険との切替手続も適切に行っており、申立人の国民年金に対する意識は

高かったものと考えられる。 

その上、申立期間の前後を通して申立人の夫の職業に変化はなく、生活状況

に大きな変化はみられないこと、及び申立人の唯一所持する年金手帳（昭和

50年 11月ごろ交付）にも資格喪失日の記載が無いことなどから、申立人は任

意加入の資格を喪失する理由がないほか、行政側の住所記録管理の不自然さが

申立期間の国民年金保険料が未納、又は未加入とされている記録の原因となっ

ていた可能性を否定できない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1642 

 

第１ 委員会の結論                              

   申立人の平成 13 年４月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

   

第２ 申立の要旨等 

１  申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

   申 立 期 間 ： 平成 13年４月 

   私は、会社退職直後の平成 13 年４月ごろに、Ａ市Ｂ区役所で、私の国民

年金の加入手続及び妻の国民年金被保険者の種別変更手続を同時に行い、夫

婦二人分の申立期間の国民年金保険料を同区役所で現金納付した。 

   申立期間について、妻の国民年金保険料は納付済みであるのに、私の保険

料だけが未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、ⅰ）申立人の厚生年金保険被保険者の資格喪失（平

成 13 年４月１日付け）に伴う申立人の妻に係る国民年金被保険者の種別変更

（第３号被保険者から第１号被保険者に変更）は、平成 13 年７月３日に処理

されていること、ⅱ）申立人の妻に係る申立期間の国民年金保険料は、13 年

６月に納付されていることが確認できるところ、申立人は、会社退職後に自身

の国民年金の加入手続と同時に行ったとするその妻の国民年金被保険者の種

別変更手続を適切に行っていることが認められる。 

また、申立期間については、上述のとおり申立人の妻は国民年金保険料の納

付済期間であり、申立期間当時、Ａ市Ｂ区役所で現金納付することも可能であ

ったことを考慮すると、夫婦一緒に納付していたとする申立人についても、申

立期間の保険料を納付していたものと考えるのが自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1643 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、昭和 58 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年８月及び同年９月 

私は、ねんきん特別便で昭和 58年８月及び同年９月の国民年金保険料が

未納とされていたため、Ａ社会保険事務所（当時）に確認したところ、「時

効成立後に納付されたため還付決定したが、還付請求が行われておらず、

時効により還付請求権が消滅した。」との説明であった。 

申立期間の国民年金保険料については、昭和 60年にＢ市Ｃ区役所から納

付書を入手し、同区役所職員から「昭和 60年 12月 31日までに納付すれば

よい。」との指示があったほか、納付書・領収証書にも同じ日付が納付期限

として記載されていたことから、私の妻が、夫婦二人分の保険料をＤ銀行

Ｅ支店で、明示された納付期限内に納付し、その時の納付書・領収証書を

現在も保管している。 

還付通知書を受け取ったことも、還付請求をしたことも無く、納付書・

領収証書があるのに申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった２通の納付書・領収証書により、申立期間の国民年

金保険料は、いずれも当該納付書・領収証書に記載された納付期限前の昭和

60 年 11 月 30 日及び同年 12 月 28 日に納付されたことが確認できるが、当該

納付期限については、Ｂ市Ｃ区役所の国民年金事務担当者が納付可能な２年の

期間を超えた日付（昭和 60年 12月 31日）を記載したものであると認められ

る。 

また、オンライン記録によると、昭和 58 年８月の国民年金保険料について

は 60 年 12 月 18 日に、58 年９月の保険料については 61 年１月９日に、それ

ぞれ還付決議が行われたが、その後、還付請求権が時効により消滅し、当該保

険料は長期間国庫歳入金として扱われていたことが認められる。 



以上を踏まえると、申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付した当時、

過年度用納付書の交付事務を行っていた当該区役所職員の指示に従って保険

料を納付したことは明らかであり、申立人は、申立期間は保険料納付済期間と

して記録されるものと信頼していたと考えられる。 

オンライン記録により、国民年金保険料の還付決議が行われたことは確認で

きるものの、申立人がねんきん特別便を見て申立期間についてＡ社会保険事務

所に記録確認を行い、今回の申立てを行ったことに照らせば、仮に保険料過誤

納還付通知書が申立人に送付されていたとしても、申立人は、同通知書の意味

内容を理解しないまま、還付請求手続や問い合わせ等をすることなく、還付請

求権が時効により消滅してしまったものであり、申立人は、保険料の過誤納付

の事実を十分に認識していなかった上、申立期間が未納と記録されてしまうな

どとは理解していなかったと見るのが相当であって、申立人の申立期間の年金

受給に対する期待や信頼は、保険料過誤納還付通知書の送付があったとしても、

その後も依然として長期間にわたって継続していたものとみるのが社会通念

に合致する。 

加えて、申立人が法定上納付できる期限後に納付したのは、納付書に納付期

限を誤って記載した国民年金事務担当者の不注意によって引き起こされたも

のであり、その指示を信じ忠実に従った申立人の国民年金保険料納付を過誤納

付とし、還付決議を行ったことを主張して申立期間を納付済期間としないのは、

責任ある制度運営者としては、年金制度に対する国民の信頼と期待及び納付手

続に対する国民の信頼を裏切るものであって、信義則に反すると考えられる。 

したがって、申立期間の国民年金保険料は還付決議がなされ、既に還付請求

権が時効消滅していたとしても、適切に納付があったのは事実であることから、

保険料納付済期間とすることが妥当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



北海道国民年金 事案 1644 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、昭和 58 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58年８月及び同年９月 

私は、ねんきん特別便で昭和 58年８月及び同年９月の国民年金保険料が

未納とされていたため、Ａ社会保険事務所（当時）に確認したところ、「時

効成立後に納付されたため還付決定したが、還付請求が行われておらず、

時効により還付請求権が消滅した。」との説明であった。 

申立期間の国民年金保険料については、昭和 60年にＢ市Ｃ区役所から納

付書を入手し、同区役所職員から「昭和 60年 12月 31日までに納付すれば

よい。」との指示があったほか、納付書・領収証書にも同じ日付が納付期限

として記載されていたことから、私が、夫婦二人分の保険料をＤ銀行Ｅ支

店で、明示された納付期限内に納付し、その時の納付書・領収証書を現在

も保管している。 

還付通知書を受け取ったことも、還付請求をしたことも無く、納付書・

領収証書があるのに申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった２通の納付書・領収証書により、申立期間の国民年

金保険料は、いずれも当該納付書・領収証書に記載された納付期限前の昭和

60 年 11 月 30 日及び同年 12 月 28 日に納付されたことが確認できるが、当該

納付期限については、Ｂ市Ｃ区役所の国民年金事務担当者が納付可能な２年の

期間を超えた日付（昭和 60年 12月 31日）を記載したものであると認められ

る。 

また、オンライン記録によると、昭和 58 年８月の国民年金保険料について

は 60 年 12 月 18 日に、58 年９月の保険料については 61 年１月９日に、それ

ぞれ還付決議が行われたが、その後、還付請求権が時効により消滅し、当該保

険料は長期間国庫歳入金として扱われていたことが認められる。 



以上を踏まえると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付した当時、

過年度用納付書の交付事務を行っていた当該区役所職員の指示に従って保険

料を納付したことは明らかであり、申立人は、申立期間は保険料納付済期間と

して記録されるものと信頼していたと考えられる。 

オンライン記録により、国民年金保険料の還付決議が行われたことは確認で

きるものの、申立人がねんきん特別便を見て申立期間についてＡ社会保険事務

所に記録確認を行い、今回の申立てを行ったことに照らせば、仮に保険料過誤

納還付通知書が申立人に送付されていたとしても、申立人は、同通知書の意味

内容を理解しないまま、還付請求手続や問い合わせ等をすることなく、還付請

求権が時効により消滅してしまったものであり、申立人は、保険料の過誤納付

の事実を十分に認識していなかった上、申立期間が未納と記録されてしまうな

どとは理解していなかったと見るのが相当であって、申立人の申立期間の年金

受給に対する期待や信頼は、保険料過誤納還付通知書の送付があったとしても、

その後も依然として長期間にわたって継続していたものとみるのが社会通念

に合致する。 

加えて、申立人が法定上納付できる期限後に納付したのは、納付書に納付期

限を誤って記載した国民年金事務担当者の不注意によって引き起こされたも

のであり、その指示を信じ忠実に従った申立人の国民年金保険料納付を過誤納

付とし、還付決議を行ったことを主張して申立期間を納付済期間としないのは、

責任ある制度運営者としては、年金制度に対する国民の信頼と期待及び納付手

続に対する国民の信頼を裏切るものであって、信義則に反すると考えられる。 

したがって、申立期間の国民年金保険料は還付決議がなされ、既に還付請求

権が時効消滅していたとしても、適切に納付があったのは事実であることから、

保険料納付済期間とすることが妥当である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



北海道厚生年金 事案 2349 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、被保険者資格取得日が昭

和 46年 10月 21日、同資格喪失日が 47年７月 13日とされ、当該期間のうち、

46年 10月 21日から同年 11月 30日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

同社における被保険者資格取得日を同年 10月 21日とし、申立期間の標準報酬

月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月 21日から同年 12月１日まで 

昭和 46年 10月 21日付けでＡ社に採用され、同社Ｂ工場に配属された。 

しかし、厚生年金保険の加入記録では、昭和 46年 12月１日に被保険者資

格を取得したこととされているので、同資格取得日を同年 10月 21日に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社に係る厚生年金保険被保険者記録は、被保険者資格取得日が昭

和 46年 10月 21日、同資格喪失日が 47年７月 13日とされ、当該期間のうち、

46年 10月 21日から同年 11月 30日までの期間は厚生年金保険法第 75条本文

の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されている。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録、申立人が保管する採用辞令、昇格

者申請書、事業主が社会保険事務所（当時）に提出した健康保険厚生年金保険

被保険者資格取得届（取得日訂正）とその経過書及び事業主の回答から、申立



人は、Ａ社に昭和 46 年 10月 21日から継続して勤務し、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 46年 12月のオン

ライン記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、申立人の厚生年金保険被保険者資格取得に係る届出を社会保険

事務所に対し誤って提出し、申立人に係る厚生年金保険料についても、納付し

ていないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2350 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録のうち、昭和 47 年７月は６万

円、48年６月は７万 6,000円及び 49年６月は９万 8,000円に訂正することが

必要である。 

 なお、事業主が、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

たか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年８月 28日から 51年１月 21日まで 

申立期間はＡ社にＢ職として勤務し、給与が 26万円程度で手取り 20万円

から 21 万円程度支給されていたが、厚生年金保険の標準報酬月額が低い額

となっているので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下｢特例

法｣という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認めら

れる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範

囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

し、記録訂正の要否を判断することとなる。 

    したがって、申立人の標準報酬月額については、Ａ社から提供のあった申

立人に係る給料台帳において確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除

額から、申立期間のうち、昭和 47年７月は６万円、48年６月は７万 6,000

円及び 49年６月は９万 8,000円に訂正することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事業主は、

当時の資料が無いため不明としており、このほかに確認できる関連資料及び



周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの報酬月額に係る届出を社会保険事務所(当時)に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間のうち、昭和 46年８月から 47年６月までの期間、同年８月から

48年５月までの期間、同年７月から 49年５月までの期間及び同年７月から

50 年２月までの期間については、Ａ社から提供のあった申立人に係る給料

台帳において確認できる申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額に基

づく標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額

と一致していることから、特例法による保険給付の対象に当たらないため、

あっせんの必要があるとは認められない。 

３ 申立期間のうち、昭和 50年３月から同年 12月までの期間については、Ａ

社に照会したところ、「昭和 50年３月 21日以降について、申立人に係る給

料台帳は保管しておらず、報酬月額及び厚生年金保険料控除額については不

明である。」と回答しており、申立人の当該期間に係る報酬月額及び厚生年

金保険料控除額について確認できる資料及び供述を得ることはできない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚４人のうち、所在が確認できた３人に

照会したところ、全員から回答を得られたが、そのうちＣ業務担当者であ

った者は、「私が昭和 45年に入社した当時の初任給は２万 6,500円であり、

50 年に退職した時でも給与額は８万円程度であった。」と述べているほか、

Ｄ業務担当者であった者は、「私の給与額は、昭和 46年度が３万 8,000円、

49年度が７万 6,000円程度であった。」と回答しており、オンライン記録に

よると、当該同僚二人の当該事業所における標準報酬月額は、それぞれ自

身が記憶している給与額とほぼ一致していることが確認できる。 

さらに、他の一人は、「申立人と一緒にＢ職として勤務していたが、当時

の給与額は全く覚えていない。」と述べており、当該期間において、申立人

が主張する標準報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認できる供

述を得ることはできない。 

加えて、前述のとおり、昭和 46 年８月から 47 年６月までの期間、同年

８月から 48 年５月までの期間、同年７月から 49 年５月までの期間及び同

年７月から 50年２月までの期間については、Ａ社から提供のあった申立人

に係る給料台帳において確認できる申立人の報酬月額及び厚生年金保険料

控除額に基づく標準報酬月額のいずれか低い方の額は、オンライン記録の

標準報酬月額と一致していることから、50年３月から同年 12月までの期間

についても、オンライン記録の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料が控

除されていたものと考えられる。 

このほか、当該期間において、申立人が主張する標準報酬月額に基づく



厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間においてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2351 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 56年７月６日から 58年５月６日までの厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立人のＡ社Ｂ支店（現在は、Ａ社）における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を 56 年７月６日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を、

56年７月から 57年９月までは９万 2,000円、同年 10月から 58年４月までは

９万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ：  昭和 56年４月６日から 58年５月６日まで 

Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の加入記録は、昭和 58 年５月６日から

となっているが、56 年４月６日からＣ社員として勤務していた。厚生年金

保険料控除の事実を確認できる資料は無いが、申立期間について厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ ⅰ）Ａ社Ｂ支店において、昭和 56年 12月６日から厚生年金保険の被保険

者であったことがオンライン記録により確認できる者が、「申立人は、私が

入社した時には既に勤務していた。」と供述していること、ⅱ）申立人が、

申立期間当時、同支店長であったと記憶している二人のうち一人は、58 年

２月１日に同支店の厚生年金保険の被保険者資格を喪失していることがオ

ンライン記録により確認できるところ、「申立人は、私が同支店を転出する

時には勤務していた。」と供述していること、ⅲ）申立人及びＡ社が保管す

る基本項目表（昭和 61年５月、平成８年５月及び 13年 11月）によると、

申立人の入社年月日は、56 年４月６日と記載されており、同社は、「基本

項目表に記載された入社年月日が実際の入社年月日である。」と回答してい

ることから判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社Ｂ支店に勤務して



いたことが認められる。 

また、申立人は、「申立期間当時、Ｃ社員、Ｄ社員、Ｅ社員の雇用形態が

あり、私はＣ社員として勤務していた。」と述べているところ、オンライン

記録により、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であったことが確

認できる者 28 人（申立人が名前を挙げた同僚４人を含む。）に照会したと

ころ、回答のあった 18 人のうち５人が、「私はＣ社員であった。」と供述

しており、他の 13 人のうち５人は、「Ｃ社員は厚生年金保険に加入してい

た。」と供述している上、このうちの一人は、「申立人はＣ社員であった。」

と供述している。 

さらに、前述の 18 人のうち２人が当該事業所において事務を担当してい

たとする者に照会したところ、「私は、Ａ社Ｆ支店に常駐し、Ａ社Ｂ支店の

統括責任者を兼務していた。Ａ社では、厚生年金保険は、加入の条件を満た

した者（Ｃ社員、Ｄ社員及びＥ社員）には全員加入を義務付けていた。」と

供述している。 

加えて、申立人は、「申立期間当時は１日につき７時間、１週につき６日

間勤務であった。」と述べており、前述の 18人のうち１人が、「申立人は、

１日に７時間、１か月に 24日間か 25日間勤務であった。」と供述している

上、Ａ社は、「申立期間当時、Ｃ社員についても厚生年金保険に加入させて

いた。」と回答していることから、申立人は、厚生年金保険の加入の条件を

満たしていたものと考えられる。 

一方、前述のＣ社員であった同僚５人のうち３人は、「入社した時から３

か月間は試用期間があり、その期間は厚生年金保険には加入していない。」

と述べているところ、当該３人の同僚は、それぞれ自身の記憶する入社日か

ら３か月経過後に厚生年金保険の被保険者資格を取得していることがオン

ライン記録により確認できることを踏まえると、申立期間当時、事業主はＣ

社員については、入社後、試用期間（３か月）経過後に厚生年金保険に加入

させていたものと考えらえる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間のうち、昭和56年７月６日から58年５月６日までの期間について、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当該事業所において申立人と

同じくＣ社員であった同僚の社会保険事務所（当時）の記録から昭和 56 年

７月から 57年９月までは９万 2,000円、同年 10月から 58年４月までは９

万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主が保管していたＡ社厚生年金基金

加入員資格取得届によると、申立人に係る資格取得日は昭和 58 年５月６日

であり、厚生年金保険の被保険者資格の取得日と同じであることが確認でき



るところ、同基金及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格取得日を記録

したとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格取

得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 56 年

７月から 58 年４月までの厚生年金保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2352 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の船員保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ事業所における船員保険被保険者資格取

得日に係る記録を昭和 38年 12月 28日、同資格喪失日に係る記録を 39年３月

13日とし、申立期間の標準報酬月額を２万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月 28日から 39年３月 13日まで 

申立期間については、Ｂ業務をしていたＣ船（船舶所有者 Ａ事業所）に

Ｄ作業員として乗船していたことが船員手帳に記載されているので、船員保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する船員手帳の記録により、申立人が、申立期間においてＣ船

（船舶所有者 Ａ事業所）にＤ作業員として乗船していたことが認められる。 

また、申立期間におけるＡ事業所の船員保険被保険者名簿（以下「被保険者

名簿」という。）には船舶名がＥ船と記載されているが、オンライン記録によ

り、申立期間当時、当該事業所において船員保険の被保険者であったことが確

認でき、生存及び所在が確認できる４人に照会したところ、回答があった３人

のうち２人は、「乗船していたのはＢ業務をしていたＣ船であり、申立人もＤ

作業員として乗船していた。船長はＦ氏であった。」と述べており、事業主の

息子も、「Ｃ船はＡ事業所の所有船であり、船長はＦ氏であった。」と述べて

いるところ、被保険者名簿には船長としてＦ氏の記載があることから、当該船

舶はＣ船であったと考えられる。 

さらに、申立人は、｢Ｃ船には７人ぐらい乗船していた。船長はＦ氏であっ

た。｣と述べているところ、被保険者名簿から、申立期間において７人の被保

険者が確認できる上、前述の事業主の息子は、｢Ａ事業所では、乗組員全員を



船員保険に加入させていた。｣と述べていることから、当時、Ｃ船に乗船して

いたすべての者が船員保険に加入していたと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が、申立期間に係る船員保険料を事業

主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同職種（Ｄ作業員）の

社会保険事務所（当時）の記録により、２万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る船員保険料の事業主による納付義務の履行については、

当該事業所は既に船員保険の適用事業所に該当しなくなっており、事業主も死

亡していることから、船員保険料を納付したか否かについては不明であるが、

仮に、事業主から申立人に係る船員保険被保険者資格の取得届が提出された場

合には、その後被保険者資格の喪失届も提出されているにもかかわらず、いず

れの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いこ

とから、事業主から当該社会保険事務所への資格の得喪に係る届出は行われて

おらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 38 年 12 月から 39

年２月までの船員保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る船員保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2353 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年

金保険被保険者資格取得日に係る記録を平成３年４月１日、同資格喪失日に係

る記録を同年５月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 17 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年５月１日まで 

平成３年４月にＣ社（現在は、Ｂ社）に入社し、８年１月末までＤ事業の

Ｅ職として勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確

認できない。入社時に、会社から「関連会社３社を合併してＣ社を設立した。」

との説明を受けたが、３年４月に勤務していたのはＦ社の社屋であった一方

で、Ａ社の業務に従事していた。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等の資料は無

いが、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立人が、申立期間においてＣ社に勤務し

ていたことが認められる。 

また、当該事業所の経理事務担当者であったと供述する者が、「当時の社会

保険料控除方式は翌月控除であった。」と供述しているところ、申立人が保管

する平成３年分の所得税の確定申告書及び平成４年度市民税県民税特別徴収

税額通知書に記載された社会保険料控除額（17 万 5,826 円）が、オンライン

記録で確認できる平成３年５月から同年 11月までの標準報酬月額（18万円）

に基づく当該期間の厚生年金保険料額（９万 1,350 円）、政府管掌健康保険料



額（５万 2,920 円）、及び当該確定申告書に記載された給与収入金額に見合う

雇用保険料額（１万 2,651 円）の合計額（15 万 6,921 円）に、申立期間の標

準報酬月額を同年５月の標準報酬月額（18 万円）より１等級低額（17 万円）

に基づく厚生年金保険料額（１万 2,325円）及び政府管掌健康保険料額（7,140

円）の合計額（１万 9,465 円）を合計した額（17 万 6,386 円）とおおむね合

致することが確認できることから判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、前述の所得税の確定申告書等に

記載された社会保険料控除額から判断すると、17 万円とすることが妥当であ

る。 

一方、オンライン記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となった

のは平成３年５月１日であり、申立期間において厚生年金保険の適用事業所と

しての記録が無いが、当該事業所において同日に同保険の被保険者資格を取得

したことが確認できる者のうち、「申立人とは同期採用であり、Ｅ職又はＧ職

として申立人と共にＤ事業に従事していた。」と供述する二人は、いずれも、

申立期間においてＡ社で同保険の被保険者であったことが確認できることを

踏まえると、当時、Ｃ社では、Ｄ事業担当として採用したＥ職等について、同

社が厚生年金保険の適用を受けるまでの期間はＡ社で同保険の被保険者とす

る取扱いがあったものと考えるのが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る厚

生年金保険被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格

の喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会

保険事務所（当時）が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主か

ら社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会

保険事務所は、申立人に係る平成３年４月の厚生年金保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格取得日に係る記録を昭和 47 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月１日から 48年２月１日まで 

昭和 47年４月から 50年８月までＡ社に勤務しており、入社時から主に県

外でのＢ業務に継続して従事していたが、申立期間について厚生年金保険の

加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、申

立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＡ社で一緒に勤務していたとする同僚のうち、申立人と同期入社で

あったとする者、同社の健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者

原票」という。）により昭和 47年４月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取

得したことが確認できる者一人、及び同社の被保険者原票により厚生年金保険

の被保険者であったことが確認できるとともに、「私は昭和 47年４月からＡ社

に勤務した。」と供述する者一人が、いずれも、「申立人は昭和 47 年４月１日

からＡ社に勤務していた。」と供述していることから判断すると、申立人が、

申立期間において当該事業所に勤務していたことが認められる。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚 13 人のうち、

生存及び所在が確認された者９人に照会したところ、このうち「入社時からＢ

業務を担当していた。」と供述する３人は、当該事業所の被保険者原票による

と、いずれも、自身が記憶する入社日において厚生年金保険の被保険者資格を



取得したことが確認できる上、このうち二人は、「申立人と同様に県外での業

務が多かった。」と供述している。 

さらに、当該同僚３人のうち２人、及び当該事業所に係る被保険者原票によ

り申立期間において当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確

認できる者二人は、いずれも、「申立人は入社時からＢ業務を担当しており、

その後も変わらなかった。」と供述している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 48 年

２月の社会保険事務所（当時）の記録から判断すると、５万 2,000円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は不明としているが、仮に、事業主から申立人に係る厚生年金保険

被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後に行われるべき健康保険

厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届及びこれに基づく定時決定などの

いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難

いことから、事業主が昭和 48 年２月１日を被保険者資格取得日として届け、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る 47年４月から 48年１月までの厚

生年金保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2355 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険

者資格取得日に係る記録を平成４年 12 月１日に訂正し、申立期間①の標準報

酬月額を 47万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の申立期間②及び③に係る標準報酬月額については、事業主が

社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準報

酬月額であったと認められることから、申立期間②及び③の標準報酬月額を

47万円に訂正することが必要である。 

さらに、申立人は、申立期間④の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険

被保険者資格喪失日及びＣ社における同被保険者資格取得日に係る記録を平

成６年４月１日に訂正し、申立期間④の標準報酬月額を同年３月は 47 万円、

同年４月は 41万円とすることが必要である。 

なお、Ｂ社及びＣ社は、それぞれ、申立人に係る平成６年３月及び同年４月

の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年 12月１日から５年９月１日まで 

             ② 平成５年９月１日から同年 10月１日まで 

             ③ 平成５年 10月１日から６年３月 31日まで 

             ④ 平成６年３月 31日から同年５月１日まで 

申立期間①は、Ａ社に勤務していた期間であるが、厚生年金保険の加入記

録が無い。 

 申立期間②は、同じくＡ社に勤務していた期間であるが、標準報酬月額が

当時の給与額よりも低額となっている。 

申立期間③は、Ｂ社に勤務していた期間であるが、申立期間②と同じく、



標準報酬月額が当時の給与額よりも低額となっている。 

申立期間④は、Ｂ社から関連会社のＣ社に異動となった期間であるが、厚

生年金保険の加入記録が無い。 

すべての申立期間について、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人はＡ社に入社した時期及び当時の業務内容に

ついて、「私がＡ社に入社した平成４年 12月ごろ、同社ではＤ業務を請け負

っており、業務が大変忙しかった。このため、自宅に帰ることができずに会

社の近くのホテルに泊まって仕事をしていた。」と具体的に供述していると

ころ、オンライン記録から申立期間①に同社において厚生年金保険の加入記

録が確認できる同僚二人が、申立人の入社時期を記憶している上、このうち

一人は、「申立人は、Ｄ業務を請け負った平成４年 12月ごろに入社しており、

当時、会社はとても忙しかった。私も年末ごろに会社の近くにホテルを借り、

２週間から１か月間程度の期間、ホテルから会社へ通っていた。」と、申立

人の供述内容と一致する具体的な供述をしていることから判断すると、申立

人は、同社に平成４年 12月１日から継続して勤務していたと認められる。 

  また、当該事業所の事務担当者であった事業主の妻は、「Ａ社の経理事務

は、すべて私が行っていた。従業員を採用した場合、採用とほぼ同時に厚生

年金保険に加入させており、職種等によって取扱いが異なっていたことや、

試用期間などを設けていたことは無い。申立人が申立期間①に勤務していた

場合には、給与から厚生年金保険料を控除している。」と供述している。 

  さらに、オンライン記録において、申立期間①当時に当該事業所における

厚生年金保険の加入記録が確認できる同僚８人のうち、連絡が取れた６人が

記憶している自身の入社時期とオンライン記録における厚生年金保険の被

保険者資格の取得時期とが一致していることから、当該事業所は、従業員の

採用と同時に厚生年金保険に加入させていたと考えられ、これは先述の事業

主の妻の供述と一致する。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間①において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたものと認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、オンライン記録における申

立期間②に係る訂正前の平成５年９月の記録から、47 万円とすることが妥

当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業



主が申立てどおりの厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る届出を社会

保険事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②について、オンライン記録によると、Ａ社は、平成５年 11 月

12 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認でき

るところ、同社が適用事業所に該当しなくなった約４か月後の６年３月 18

日付けで、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額（47 万円）が、５年９

月１日までさかのぼって８万円に減額訂正されていることが確認できる。 

  また、オンライン記録によると、申立人のほかに同僚８人が、申立人と同

じく、申立人の標準報酬月額がさかのぼって減額訂正された平成６年３月

18日付けで、５年９月１日までさかのぼって８万円に減額訂正されている。 

  さらに、当該事業所の事務担当者であった事業主の妻は、「Ａ社は、申立

期間②の直後の平成５年 10月 31日に解散し、社会保険事務所へ納付する保

険料も滞納していた。このため、社会保険事務所の担当職員の指導に従い、

事業主である夫と妻である私自身の標準報酬月額をさかのぼって減額訂正

することに同意した。しかし、従業員の標準報酬月額まで減額訂正されてい

たことは知らなかった。」と供述している。 

  これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、このよう

な処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間②において標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報

酬月額の記録から 47万円とすることが必要と認められる。 

３ 申立期間③について、オンライン記録によると、Ｂ社は、平成６年３月

31 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認でき

るところ、同社が適用事業所に該当しなくなったほぼ同時期の同年３月 24

日付けで、申立人の申立期間③に係る標準報酬月額（47 万円）が、５年 10

月１日までさかのぼって８万円に減額訂正されていることが確認できる。 

  また、オンライン記録によると、申立人のほかに同僚 28 人が、申立人と

同じく、申立人の標準報酬月額がさかのぼって減額訂正された平成６年３月

18 日付けで、標準報酬月額が厚生年金保険被保険者資格取得日にさかのぼ

って８万円に減額訂正されているほか、他の７人は、厚生年金保険被保険者

資格が同資格取得日にさかのぼって取り消されている。 

  さらに、当該事業所の事務担当者であった事業主の妻は、「Ｂ社は、平成

６年３月 25 日に事実上倒産し、社会保険事務所へ納付する保険料も滞納し

ていた。このため、社会保険事務所の担当職員の指導に従い、事業主である

夫と妻である私自身の標準報酬月額をさかのぼって減額訂正することに同

意した。しかし、従業員の標準報酬月額まで減額訂正されていたことは知ら

なかった。」と供述している。 



  これらの事情を総合的に判断すると、社会保険事務所において、このよう

な処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間③において標準報酬月額

に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申立期

間③に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報

酬月額の記録から 47万円とすることが必要と認められる。 

４ 申立期間④について、申立人の雇用保険の被保険者記録及び同僚が所持し

ている源泉徴収票から、申立人は、申立てに係るグループ会社に継続して

勤務し(平成６年４月１日にＢ社から関連会社Ｃ社に異動)、申立期間④に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立期間④の標準報酬月額については、オンライン記録の申立人

に係るＢ社における平成６年２月の記録及びＣ社における同年５月の記録

から、同年３月は 47万円、同年４月は 41万円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録では、Ｂ社は平成６年３月 31 日に厚生年金保険の

適用事業所でなくなり、Ｃ社は同年５月１日に同保険の適用事業所となって

おり、Ｂ社及びＣ社は、それぞれ、申立期間④において適用事業所としての

記録がない。 

しかしながら、Ｂ社及びＣ社は、申立期間④において法人格を有してい

ることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしてい

たものと判断される。 

なお、Ｂ社及びＣ社は、申立人の申立期間④において厚生年金保険の適

用事業所の要件を満たしておりながら、社会保険事務所に適用の届出を行っ

ていなかったと認められることから、事業主は、申立人の申立期間④に係る

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



北海道厚生年金 事案 2356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①における厚生年金保険の標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間①に係る

標準報酬月額を 34万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等       

    氏    名  ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 27年生 

        住    所  ：  

     

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年４月６日から６年２月１日まで 

             ② 平成７年２月 28日から９年３月１日まで 

Ａ社に継続して勤めていたが、申立期間①については、平成５年４月６日

入社以来、標準報酬月額は 34 万円であったものが、７年３月７日に私が知

らないうちに 11 万円に遡及
そきゅう

訂正されているので、標準報酬月額の記録を訂

正してほしい。 

また、申立期間②については、途中で退職したことはなかったにもかかわ

らず、厚生年金保険に未加入となっているので、厚生年金保険被保険者期間

として訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、オンライン記録によると、Ａ社は、平成７年２月

28 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認でき

るところ、その後の同年３月７日付けで、申立人の申立期間①に係る標準報

酬月額（34 万円）が、５年４月６日までさかのぼって 11万円に減額訂正さ

れていたことが確認できる。 

また、商業登記簿謄本によると、申立人は当該事業所の取締役であったこ

とが確認できるが、ⅰ）申立人は、「取締役と言っても名ばかりで、経営に

はかかわっていない。」と供述していること、ⅱ）当該事業所の当時の代表

取締役は、「申立人は取締役と言っても名前を借りていただけで、実際は一

従業員であった。事務のことは税理士と社会保険労務士に任せていたので、

詳しいことは分からないが、最終的には私が決定していた。代表印も私が管

理して書類に押していた。」と供述していることを踏まえると、申立人は当



該減額訂正について関与していないものと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、このよ

うな処理を行う合理的な理由は見当たらず、申立期間①について、標準報酬

月額に係る有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の申

立期間①に係る標準報酬月額について、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た、34万円に訂正することが必要である。 

２ 申立期間②について、商業登記簿謄本によると、申立人は平成６年 11 月

30 日にＡ社の取締役に就任していることが確認できる上、雇用保険の加入

記録により、申立人は申立期間②において、当該事業所に勤務していたこと

が確認できる。 

  しかしながら、当該事業所は前述のとおり、平成７年２月 28 日に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっている。 

また、オンライン記録によると、申立人を含む４人の取締役の当該事業所

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日は、平成７年２月 28 日付けとなっ

ており、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申

立期間②はいずれも引き続き健康保険の任意継続被保険者になっているこ

とが確認でき、当該事業所が再度厚生年金保険の適用事業所となった９年３

月１日に厚生年金保険被保険者資格を再取得していることが確認できる。 

さらに、当該事業所の当時の代表取締役は、「事務は税理士と社会保険労

務士に任せており、当該事業所が適用事業所に該当しなくなったことの詳細

は覚えていないが、申立期間②当時、会社の経営状態は苦しく、税理士と社

会保険労務士にこうした方が良いと言われたことはやった。」と供述してい

る。 

  このほか、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



北海道国民年金 事案 1645 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和37年１月から同年６月までの期間及び62年９月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名  ： 女 

    基礎年金番号  ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 12年生 

    住    所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 37年１月から同年６月まで 

           ② 昭和 62年９月 

私は、将来のためを思い、夫に内緒で昭和 36年２月にＡ市Ｂ区出張所（当

時）で国民年金の加入手続をした。 

申立期間①の国民年金保険料については、私が数か月ごとに当該出張所で

現金により納付していた。 

申立期間②の国民年金保険料についても、私が昭和 62 年の年末までに、

Ａ市Ｃ区役所で当該期間の保険料相当額である 7,400円を現金で納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

１ 申立期間①について、申立人が所持する国民年金手帳により、当該期間の

国民年金印紙検認記録欄に検認印が押されていないことが確認でき、当該期

間当時の現年度保険料の納付方法である国民年金印紙により保険料を納付

したものとは考え難い。 

  また、申立期間①直後の昭和 37年７月から 39年３月までの国民年金保険

料は、申立人が所持する国民年金保険料現金領収証書によりＤ社会保険事務

所（当時）で２回に分けて過年度納付していることが確認できるところ、当

該過年度納付の最初の納付日である 39年 10 月 31日の時点で、申立期間①

は時効により納付できない期間である。 

さらに、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  ２ 申立期間②について、申立人は申立期間②の国民年金保険料を昭和 62 年



末までに納付したとしているが、当該期間の申立人の第１号被保険者資格は、

平成８年４月の第３号特例措置に基づく届出に伴う申立人の記録の訂正が

行われたことにより取得したもので、この訂正が行われるまで申立期間②は

第３号被保険者期間であったことから、当該期間に係る国民年金の納付書は

発行されず保険料の納付はできなかったものと考えられる。 

また、上記の記録訂正が行われた平成８年４月の時点では、既に申立期間

②に係る国民年金保険料は時効により納付できない期間であり、申立人が申

立期間②の保険料を納付したものとは認め難い。 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



北海道国民年金 事案 1646 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 46年１月から 61年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 61年３月まで 

私は、20 歳になった時にＡ市で国民年金に加入し、Ｂ市に転居した後も

自分で国民年金保険料を納付していた。昭和 49年＊月に婚姻した時から 61

年＊月に離婚するまでの期間は、元の夫が国民年金保険料を納付してくれて

いたはずであり、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、20 歳到達時の昭和 46 年＊月から 49 年＊月に婚姻するまでの期

間については、Ａ市で国民年金の加入手続を行い、申立人自身が国民年金保険

料を納付していたと述べているが、加入手続を行った場所及び保険料納付に関

する記憶が全くなく、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、昭和 49 年＊月に婚姻した以降の期間については、申立人

の元夫が申立人の国民年金任意加入被保険者への種別変更手続を行い、申立人

の国民年金保険料も納付してくれていたはずだと述べているが、申立人の元夫

は、ⅰ）婚姻時に申立人の種別変更手続及び保険料納付を行った記憶はない、

ⅱ）54 年９月にＣ業を開業した時の厚生年金保険から国民年金への切替手続

は、自分自身の切替手続を行っただけで、申立人の種別変更手続を行った記憶

はない、ⅲ）国民年金加入後は、自分自身の保険料だけを納付しており、申立

人の保険料を納付した記憶はないと供述している上、申立人は、自分自身の国

民年金の加入手続及び保険料納付に関与していないことから、当時の加入手続

及び保険料納付の状況が不明である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿に

より、昭和 60年 10月以降に払い出されていることが確認できるとともに、申

立人が所持する年金手帳の住所欄の記録から、申立人が離婚した 61 年＊月以



前に払い出されたものであることが確認できることから、申立人は、60 年 10

月から 61年３月までの間に国民年金の加入手続を行い、この時に 20歳到達時

の 46 年＊月にさかのぼって被保険者資格を取得したものと推認できるが、こ

の時点で申立期間の大半は時効により国民年金保険料を納付することができ

ない期間である。 

加えて、Ｂ市が保管する国民年金被保険者名簿及び国民年金過年度納付記録

簿により、申立期間の国民年金保険料が未納となっていることが確認でき、こ

の記録は、オンライン記録とも一致している上、申立人が申立期間の保険料を

納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1647 

 

第１  委員会の結論 

申立人の昭和 38年８月から 42年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年８月から 42年７月まで 

私が 20 歳になった時、実家の私の母親がＡ市Ｂ出張所で私の国民年金の

加入手続をし、国民年金保険料も納付してくれていたと母親から聞いていた

ので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｃ県Ｄ町の大学に在学していた 20歳到達時の昭和 38 年＊月に、

申立人の母親が実家のあるＡ市で申立人の国民年金の加入手続を行い、ⅰ）申

立人が 42 年４月にＡ市へ転居するまでの期間の国民年金保険料を納付してく

れた、ⅱ）この後、申立人が就職した同年７月までの保険料は、申立人自身が

納付していたと述べているが、申立人の母親は既に死亡している上、申立人は

自分自身の加入手続に関与しておらず、保険料納付に係る記憶もないことから、

当時の加入手続及び保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によ

り、昭和 50 年２月ごろに払い出されていることが確認できるほか、申立人が

現在所持し、これまでに交付を受けた年金手帳２冊のうち、先に交付された国

民年金手帳は 50年３月 15日に発行されたものであることが確認でき、申立人

の旧姓を含めて別の手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらないことか

ら、申立人の国民年金の加入手続は、このころに行われたものと推認でき、こ

の時点で被保険者資格を20歳到達時点の38年＊月にさかのぼって取得したも

のと考えられるが、申立人は、当時勤務していた会社が経営不振で、将来への

不安があったとしているものの、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付（平成 21年８月還付処理済み）については、記憶が定かでない。 

さらに、Ａ市が保管する国民年金過年度納付記録簿では、昭和 38 年度から



42 年度までの期間は未納と記録されており、この記録は、特殊台帳（マイク

ロフィルム）及びオンライン記録とも一致している上、申立人は、国民年金保

険料を過去にさかのぼって納付した記憶がない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料が納付された

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1648 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年 12 月から 51年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月から 51年 11月まで 

    私が所持する年金手帳には、初めて国民年金の被保険者（任意）となった

日が昭和 49年 12月 10日と記録されている。当時、私か私の母親がＡ市役

所で私の国民年金の加入手続を行い、この後は、国民年金保険料も納付して

いたはずなので、申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、昭和 49年 12月に申立人自身又は申立人の母親がＡ市役所で国民

年金の任意加入手続を行い、国民年金保険料を納付したはずだと述べているが、

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に係る記憶が定かでない上、そ

の母親からは高齢等により供述が得られないことから、申立人の国民年金の加

入手続及び保険料納付の状況が不明である。 

また、申立人が唯一所持する年金手帳の国民年金の記録では、「被保険者と

なった日」欄に「49.12．10」の日付印が押され、「被保険者の種別」欄が○任と

なっていることが確認できるものの、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民

年金手帳記号番号払出簿の申立人の前後の番号を持つ任意加入者の資格取得

状況から、昭和 51年 12月ごろに払い出されたものと推認できる。 

さらに、オンライン記録により、申立人は同年 12月 10日に任意加入被保険

者資格を取得し、同年同月からの国民年金保険料が納付されていることが確認

でき、別の年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらないことから、申

立人はこの時期に国民年金の加入手続を行ったものと推認できるとともに、任

意加入被保険者の場合には、制度上、加入手続を行った時からさかのぼって国



民年金の被保険者となることができないことから、申立期間は、国民年金の未

加入期間であり、未加入期間は国民年金保険料を納付することができない期間

である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



北海道国民年金 事案 1649 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年 11 月から 49年６月までの国民年金保険料については、

納付されていたものと認めることはできない。 

   

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

   住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年 11月から 49年６月まで 

私は、母親に勧められて 20歳到達時の昭和 40年＊月にＡ県Ｂ市で国民年

金の加入手続をし、国民年金保険料を定期的に郵便局で納付していた記憶が

あるので、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20歳到達時の昭和 40年＊月に国民年金の加入手続を行い、この

後、国民年金保険料を定期的に郵便局で納付したと述べているが、申立人の国

民年金手帳記号番号は、申立人が唯一所持する年金手帳及び申立人の前後の番

号を持つ任意加入者の資格取得状況から、51 年４月にＡ県Ｂ市から転居した

先のＣ市Ｄ区を管轄するＥ社会保険事務所（当時）が、同年８月ごろに払い出

されたものであることが確認でき、別の年金手帳記号番号が払い出された形跡

が見当たらないことから、申立人は、この時点で 20歳到達時の 40年＊月にさ

かのぼって被保険者資格を取得したものと推認できる。 

   また、申立人は、納付書により郵便局で国民年金保険料を納付した記憶があ

り、国民年金加入時に過去の保険料をまとめて納付した記憶もあるとしている

ところ、申立期間当時、申立人が居住していたＡ県Ｂ市では、印紙検認方式に

より保険料を収納していたが、申立人には印紙検認方式による保険料納付の記

憶がない。一方、申立人がＡ県Ｂ市から転居した先のＣ市では、当時、納付書

方式により国民年金保険料を収納していたほか、特殊台帳（マイクロフィルム）

により、申立期間直後の昭和 49年７月から 51年３月までの各月欄に「○現８」

の押印が確認できることから、申立人は、国民年金手帳記号番号が払い出され

た 51 年８月ごろに国民年金の加入手続を行い、この時に納付可能な過年度保

険料をまとめて現金納付したものと推認できる上、申立人には、ほかに未納保



険料を過去にさかのぼって納付した記憶はないと述べていることから、申立人

は、申立期間の保険料納付について、この時の記憶と混同している可能性を否

定できない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



北海道厚生年金 事案 2357（事案 1479の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、③及び⑤について、厚生年金保険被保険者として

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはでき

ない。 

また、申立期間②、④及び⑥について、厚生年金保険被保険者としてその

主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年１月 10日から同年４月１日まで 

             ② 昭和 47年４月１日から 48年６月１日まで 

③ 昭和 56年 12月 27日から 57年１月 20日まで 

④ 昭和 56年６月 12日から同年 12月 27日まで 

⑤ 昭和 57年２月２日から同年４月１日まで 

⑥ 昭和 57年４月１日から同年 10月 10日まで 

申立期間①については、Ａ社に勤務し、Ｂ職の仕事をしていたので、厚

生年金保険料控除の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい、 

申立期間②については、Ａ社に勤務し、月額 25 万円から 45 万円程度の

給与を受給していたが、社会保険事務所（当時）の記録によると、標準報

酬月額が低くなっているので訂正してほしい、 

申立期間③については、Ｃ社に勤務していたので、厚生年金保険料控除

の事実を確認できる資料等は無いが、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

申立期間④については、Ｃ社に勤務し、月額 30 万円程度の給与を受給し

ていたが、社会保険事務所の記録によると、標準報酬月額が低くなってい

るので訂正してほしい、 

申立期間⑤については、Ｄ社に勤務しており、給与明細書もあるので厚

生年金保険の被保険者として認めてほしい、 



申立期間⑥については、Ｄ社に勤務し、月額 60万円から 160万円程度の

給与を受給していたが、社会保険事務所の記録によると、標準報酬月額が

低くなっているので訂正してほしい、 

旨を申し立てたが、第三者委員会から認められないとの通知をもらった。 

その後、各申立期間について新たな資料、情報が見つかったので、申立

期間①、③及び⑤については厚生年金保険の被保険者期間の訂正を、また、

申立期間②、④及び⑥については標準報酬月額の訂正をそれぞれ認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が所持している手帳のメモ及び同僚の供述

から判断すると、申立人が昭和 47 年１月からＡ社に勤務していたことは推

認できるが、ⅰ）同社は 49 年２月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっていることから、当時の事業主に照会したが、「当時の資料は

何も残されておらず、記憶も無い。」と述べており、申立人の同社におけ

る勤務期間や厚生年金保険料の控除について確認できないこと、ⅱ）申立

期間①当時の経理事務担当者は、「申立人の名前には記憶は無いが、Ｂ職

は入社後に研修があり、試用期間があったと記憶している。試用期間は厚

生年金保険に加入させておらず、保険料も控除していなかった。」と述べ

ている上、申立人と同時期に入社し同職種であった同僚の厚生年金保険の

被保険者資格取得日は、申立人と同日の 47 年４月１日であることが社会保

険事務所の記録により確認できること、ⅲ）申立人の申立期間①における

厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

と等を理由として、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 11 月 20 日付け

で年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、申立期間①当時の写真及び昭和 47

年１月分売上げ成果表等を提出しているが、これらの資料からは、申立期

間①に係る厚生年金保険の適用状況及び保険料控除の状況が確認できない

ことから、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められな

い。 

２ 申立期間②について、申立人は、Ａ社における標準報酬月額の相違につ

いて申し立てているが、ⅰ）申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料が給与から控除されていたことを確認できる資料は無い上、当

時の事業主も資料は保存されていないとしていることから、申立人の申立

期間②に係る事実を確認することができないこと、ⅱ）申立期間②当時の

経理事務担当者が、「Ｂ職の給与は、基本給は低く、歩合給の割合が非常

に高かったと記憶している。社会保険事務所に届け出た標準報酬月額に基

づき、厚生年金保険料を控除していた。」と述べていること、ⅲ）申立人



と同時期に入社し同職種であった同僚は、「給与は基本給と歩合給からな

っており、厚生年金保険料は、基本給と役職手当についてのみ控除されて

いた。」旨述べているところ、当該同僚が所持している昭和 47 年４月分及

び 48 年１月分の給与明細書によると、その報酬月額に見合う標準報酬月額

は、社会保険事務所の記録より高額であるものの、控除されている厚生年

金保険料に見合う標準報酬月額は、社会保険事務所の記録と一致している

ことが確認できることから、申立人についても、社会保険事務所の記録に

基づいた厚生年金保険料が控除されていたものと推認できること等を理由

として、既に当委員会の決定に基づき平成 21 年 11 月 20 日付けで年金記録

の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、申立期間②当時の借入金返済記録

メモを提出しているが、この資料からは、申立期間②に係る厚生年金保険

料控除の事実が確認できないことから、当委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情とは認められない。 

３ 申立期間③について、ⅰ）Ｃ社は、平成４年４月 30 日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡しているこ

とから、申立人の同社における勤務期間や厚生年金保険料の控除について

確認できないこと、ⅱ）申立人が名前を挙げた同僚は、「私は継続して勤

務していたが、仕事が無い時は働いておらず、給料も全額もらっていなか

ったような気がする。」旨述べているところ、社会保険事務所の記録によ

ると、当該同僚は申立人と同日の昭和 56 年 12 月 27 日に厚生年金保険の被

保険者資格を喪失していることが確認でき、その後の同社における勤務期

間についても厚生年金保険の加入記録に空白期間が存在することが確認で

きること、ⅲ）申立期間③当時はアルバイトとして勤務し、その後正社員

になったとする者は、「当該事業所において、自分が正社員になってから

の厚生年金保険の加入記録にも空白期間があるが、当時、社員は季節労働

者扱いであり、年末に厚生年金保険の被保険者資格を喪失していた。空白

期間については厚生年金保険には加入しておらず、保険料も控除されてい

なかった。」と述べていること、ⅳ）申立人の当該事業所における雇用保

険の加入記録と厚生年金保険の加入記録は合致している上、申立人が所持

する厚生年金基金連合会からの通知書に記載された申立人の厚生年金基金

の加入記録も、当該期間と合致していること、ⅴ）申立人が申立期間③に

おいて、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確

認できる給与明細書の資料が無いこと等を理由として、既に当委員会の決

定に基づき平成 21 年 11 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとす

る通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、「昭和 56 年６月から同年 12 月ま

での賃金票」等が記載されている申立人の手帳メモを提出しているが、こ



の資料からは、申立期間③に係る厚生年金保険の適用状況及び保険料控除

が確認できないことから、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情

とは認められない。 

４ 申立期間④について、申立人は、Ｃ社における標準報酬月額の相違につ

いて申し立てており、申立人が所持する給与明細書から、昭和 56 年７月分

から同年 11 月分までについては、申立人が主張するとおり、報酬月額に見

合う標準報酬月額は、社会保険事務所に届け出られた標準報酬月額よりも

高い額となることは確認できる。 

しかしながら、給与明細書に記載された厚生年金保険料控除額は、社会

保険事務所に届け出られた標準報酬月額を基に当時の厚生年金保険料の料

率及び被保険者の負担割合を乗じて得られた額と同額であり、申立人が主

張する報酬月額に基づく標準報酬月額に見合う保険料控除は行われていな

いことが確認できること等を理由として、既に当委員会の決定に基づき平

成 21 年 11 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行わ

れている。 

今回の再申立てについて、申立人は、昭和 56 年 11 月のミーティングメ

モ及び上記の申立人の手帳メモを提出しているが、これらの資料からは申

立期間④に係る厚生年金保険料控除の事実が確認できないことから、当委

員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

５ 申立期間⑤について、申立人が所持している給与明細書及び同僚の供述

から判断すると、申立人が、昭和 57 年２月からＤ社に勤務していたことは

確認できるが、ⅰ）申立人が所持する給与明細書によると、57 年２月分及

び同年３月分の給与からは、厚生年金保険料が控除されていないことが確

認できること、ⅱ）同社は平成３年３月 11 日に厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなっていることから、当時の事業主に照会したが、協力を得

ることができず、申立人の同社における厚生年金保険の適用や保険料の控

除について確認できないこと、ⅲ）申立人と同時期に入社し、申立人が名

前を挙げた同僚の同社における厚生年金保険の被保険者資格取得日も、申

立人と同日の昭和 57 年４月１日であることが社会保険事務所の記録により

確認できること、ⅳ）申立人の同社における雇用保険の加入記録と厚生年

金保険の加入記録が合致していること等を理由として、既に当委員会の決

定に基づき平成 21 年 11 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとす

る通知が行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、申立期間⑤当時のＤ社Ｅ支店長で

あったとする者の平成 21 年 12 月 22 日付けの上申書を提出しているが、こ

の資料からは申立期間⑤に係る厚生年金保険の適用状況及び保険料控除が

確認できないことから、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情と

は認められない。 



６ 申立期間⑥について、申立人は、Ｄ社における申立期間⑥の標準報酬月

額の相違について申し立てており、申立人が所持する給与明細書から、申

立人が主張するとおり、報酬月額に見合う標準報酬月額は、社会保険事務

所に届け出られた標準報酬月額よりも高い額となることが確認できる。 

しかしながら、給与明細書に記載された厚生年金保険料控除額は、社会

保険事務所に届け出られた標準報酬月額を基に当時の厚生年金保険料の料

率及び被保険者の負担割合を乗じて得られた額より低い額であり、申立人

が主張する報酬月額に基づく標準報酬月額に見合う保険料控除は行われて

いないことが確認できること等を理由として、既に当委員会の決定に基づ

き平成 21 年 11 月 20 日付けで年金記録の訂正は必要ではないとする通知が

行われている。 

今回の再申立てについて、申立人は、年度の記載は無いが申立期間⑥当

時の５月 24 日から６月５日まで実施されたとするＦコンクール順位表を提

出しているが、この資料からは、申立期間⑥に係る厚生年金保険料控除の

事実が確認できないことから、当委員会の当初の決定を変更すべき新たな

事情とは認められない。 

７ そのほかにすべての申立期間について、委員会の当初の決定を変更すべ

き新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被保険者と

して、申立期間①、③及び⑤に係る厚生年金保険料を各事業主により給与

から控除されていたことを、また、申立期間②、④及び⑥においてその主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を各事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2358 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 平成６年 12月５日から７年２月１日まで 

    平成６年 12 月５日にＡ社に入社し、その後Ｂ社に転籍し７年７月 22 日

まで勤務したが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

    給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険被保険者記録並びに申立人が名前を挙げた上司及び複数

の同僚の供述により、申立人が申立期間においてＡ社及びＢ社に勤務してい

たことが認められる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は平成７年１月１日に、Ｂ

社は 10 年４月１日に、それぞれ厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっ

ている上、両事業所の当時の事業主（同一人物）に照会したが回答を得られ

ないことから、両社における申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況

について確認することができない。 

また、申立人が名前を挙げた上司で、Ａ社及びＢ社のＣ担当取締役兼Ｄ業

務担当であった者は、「両社では、２か月から３か月の試用期間後に厚生年

金保険に加入させていたかもしれない。また、Ａ社の経営が悪化したため、

平成６年 12 月中旬にＢ社を設立したが、Ａ社の事業を引き継ぐための業務で

多忙であった時と重なっており、厚生年金保険の加入手続が遅れた可能性が

ある。厚生年金保険に加入させるまでの間は、給与から保険料は控除してい

なかったと思う。」と供述している。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚５人のうち、生存及び所在が確認でき

た３人に照会したところ、回答があった二人のうち一人は、「平成６年の 10



月又は 11 月にＡ社にＥ職として入社した時に、３か月の試用期間経過後に厚

生年金保険に加入させるというようなことを聞いた記憶があるので、３か月

後に厚生年金保険に加入したと思う。厚生年金保険に加入するまでの間は、

給与から保険料は控除されていなかったと記憶している。」と供述しており、

残りの一人は、「平成６年 11 月にＡ社に入社した初日に社会保険の加入につ

いての説明があり、１か月ぐらいの試用期間があるようなことを聞いた記憶

がある。私は、５年５月から国民年金保険に加入し、７年１月まで同保険料

を納付していたので、その間は厚生年金保険に加入していない。」と供述し

ており、これらの供述は前述の上司の供述とも符合する。また、オンライン

記録によると、当該同僚二人はＡ社で厚生年金保険に加入した形跡が無い上、

Ｂ社において申立人と同日（平成７年２月１日）に厚生年金保険の被保険者

資格を取得したことが確認できる。 

 加えて、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2359 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 32年４月５日から 33年３月 31日まで 

    申立期間については、Ａ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社）に勤務し、Ｄ作業等

を担当していた。給与明細書等は保管していないが、厚生年金保険被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の従事業務に関する供述から判断すると、期間の特定はできないも

のの、申立人がＡ社Ｂ工場に勤務していた状況はうかがえる。 

   しかしながら、Ｃ社は、「申立期間当時の勤務実態が確認できる資料を保

存していないことから、勤務していたか否かについても不明。」と回答して

いる上、申立期間当時の当該事業所のＥ本社に照会したものの、「当時の資

料を保存していないため不明。」と回答していることから、申立人の勤務実

態及び厚生年金保険の適用状況について確認できない。 

また、申立人は、当該事業所へ一緒に通勤していたとする同僚一人の名前

を挙げているが、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によ

ると、当該同僚も厚生年金保険被保険者としての記録が確認できない上、こ

の同僚の所在も判明しないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の

適用状況について確認することができない。 

   さらに、申立人は、「＊」が付く名前の上司がいたと記憶していることか

ら、当該事業所において厚生年金保険被保険者記録が確認できるとともに、

生存及び所在が確認できた「＊」の付く名前の者３人、及びオンライン記録

により当該事業所において厚生年金保険被保険者記録が確認できる 15 人の合

計 18 人に照会し 11 人から回答が得られたものの、いずれの同僚からも、申

立人が申立期間において当該事業所に勤務し、厚生年金保険料が給与から控



除されていたことをうかがわせる供述を得ることはできなかった。 

加えて、申立期間について、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿を確認したが、申立人の氏名は記載されておらず、健康保険の整理

番号に欠番が見られないことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難

い。 

その上、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2360 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 41年７月１日 

    昭和 40年３月に中学を卒業し、同年４月１日から 43年 1月 16日までＡ

社に勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認で

きなかったので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、期間の特定はできないものの、申立人

は、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、当該事業所の代表取締役に照会したところ、「申立期間当

時の資料は、既に廃棄している。また、設立当初の事業主は死亡しているこ

とから、申立期間当時の厚生年金保険の適用状況については不明である。」

と回答しており、申立期間について、申立人の厚生年金保険の適用状況及び

同保険料の控除について確認することができない。 

また、オンライン記録によると、当該事業所は、昭和 41 年７月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は、厚生年金保険の適用事

業所に該当していない上、商業登記簿謄本によると、同年６月 10 日に設立

されていることが確認できる。 

さらに、申立人が名前を挙げた同僚一人、及びオンライン記録により、当

該事業所において厚生年金保険被保険者記録が確認できる同僚８人の合計９

人に照会したところ、６人から回答を得たが、申立期間当時の当該事業所に

おける厚生年金保険の適用状況及び同保険料の控除についての供述は得られ

なかったほか、そのうち３人のいずれもが「当該事業所は、昭和 41 年より

以前から経営していた。私が入社したのは、同年７月１日よりも前であっ



た。」と供述しているものの、オンライン記録によると、当該事業所におけ

る厚生年金保険の被保険者資格取得日は、昭和 41 年７月１日であることが

確認できる。 

加えて、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿により、申立人の記号

番号は当該事業所において昭和 41 年７月１日に資格取得したことが記載さ

れており、健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録の資格取

得年月日と一致する。 

その上、雇用保険の被保険者記録では、当該事業所に係る申立人の取得日

は昭和 42年４月１日となっており、申立期間における記録は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2361 

            

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

   住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年５月から 39年９月 13日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、厚生年金保険の加

入記録が無い。同社に正社員として勤務し、厚生年金保険に加入していた

はずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立期間当時、厚生年金保険

被保険者資格を取得していたことが確認できる同僚の供述から判断すると、

時期及び期間は特定できないが、申立人がＡ社に勤務していたことは推認で

きる。 

   しかしながら、オンライン記録により、当該事業所は、平成 19 年７月 31

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっていることが確認でき、申

立期間当時の事業主及び申立期間後に就任した事業主も既に死亡しているこ

とから、商業登記簿謄本により、申立人が当該事業所で厚生年金保険被保険

者資格を喪失した後に就任したことが確認できる役員二人に照会したところ、

一人が、「申立人の名前が社会保険書類に記載されていたことを記憶してい

るが、会社が解散した時点ですべての書類を廃棄したため、申立期間当時の

状況は分からない。」と供述しており、申立人の勤務実態及び厚生年金保険

の適用状況について確認することができない。 

また、オンライン記録により、申立期間当時、当該事業所で厚生年金保険

被保険者資格を取得していることが確認できる同僚二人に照会したところ、

うち一人は、「申立期間当時のことは分からない。」と供述し、他の一人は、

「会社設立時の昭和 37 年から事業主を助けて会社経営にかかわっており、厚



生年金保険の事務も担当していた。申立期間当時は会社設立の翌年で、経営

が軌道に乗っておらず、当時従業員が全部で６人から７人いたが、すべての

従業員を採用と同時に厚生年金保険に加入させていなかった。中でも事業運

営に必要なＢ資格を有していない者は、採用と同時に厚生年金保険に加入さ

せていなかったと思う。」と供述しているところ、申立人は、「入社してか

らＢ資格を取得した。」と供述している。 

さらに、申立期間当時、厚生年金保険の事務を担当していたとしている上

記の者は、「厚生年金に加入させていない者からは、厚生年金保険料を控除

していなかった。」と供述している。 

加えて、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、

申立期間における被保険者資格取得者の中に申立人の名前は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年３月31日から同年４月１日まで 

② 平成５年５月１日から同年９月１日まで 

平成２年１月６日から５年３月 31 日までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し

ていたが、申立期間①の厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

また、Ｃ社の登録型派遣社員として、Ｄ社Ｅ支社に平成５年５月から８

年１月まで勤務していたが、申立期間②の厚生年金保険の加入記録が確認

できない。 

「平成５年分の給与所得の源泉徴収票」を提出するので、申立期間①及

び②について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、平成５年３月 31 日までＡ社に勤務して

いたと述べているが、雇用保険の被保険者資格記録により、同社に係る離

職日は、同年３月 30日であることが確認できる。 

また、Ｂ社は、「厚生年金保険料は、翌月の給与から控除していた。」

と回答しているところ、申立人が保管する「平成５年分給与所得の源泉徴

収票」に記載されている社会保険料等の金額は、給与支給額から試算した

雇用保険料と平成４年 12 月から５年２月までの期間に係るオンライン記録

の標準報酬月額に基づく健康保険料及び厚生年金保険料を合計した金額と

おおむね一致することから、同年３月に係る厚生年金保険料については、

給与から控除されていなかったと考えられる。 

さらに、当該事業所の厚生年金保険被保険者資格喪失日が平成５年３月

31 日である申立人が名前を挙げた同僚一人は「退職月の厚生年金保険料が

給与から控除されていたか否かは分からない。」と供述している。 



加えて、オンライン記録によると、Ａ社は、平成８年２月 29 日に厚生年

金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、Ｂ社は、「当時の担当者

に照会したところ、申立人の退職時の手続については記憶に無いと述べて

いる。」と回答しており、当該事業所における退職月の厚生年金保険料の

控除について、具体的な回答は得られない。 

２ 申立期間②について、Ｃ社の回答から判断すると、申立人は、平成５年

５月 28 日から８年１月 31 日までの期間、同社との雇用契約に基づき勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、当該事業所は、登録型派遣社員の厚生年金保険加入の取

扱いについて、「平成５年当時、１週 30 時間以上、かつ、２か月を超える

契約期間の場合、派遣社員からの申出に基づき、加入申込書の提出を受け

て、社会保険及び雇用保険に加入させていた。」と回答している上、オン

ライン記録により、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であった

ことが確認できる 17 人に照会したところ、回答が得られた派遣社員８人の

うち４人は、「厚生年金保険被保険者資格取得日以前から同社の派遣社員

として勤務していた。」旨を供述しており、このうち二人は、「長期契約

で、希望した場合に厚生年金保険に加入させてもらえた。」と供述してい

ることから、当該事業所では、派遣社員の厚生年金保険の加入について、

契約期間及び派遣社員からの申出の有無により取扱いが異なっていたこと

が推認できる。 

また、当該事業所は、当月分の厚生年金保険料は、当月末及び翌月 16 日

支払分給与で２回に分けて控除していたとしているところ、申立人が保管

する当該事業所発行の「平成５年分給与所得の源泉徴収票」に記載されて

いる当該事業所に係る社会保険料等の金額は、給与支給額から試算した雇

用保険料及びオンライン記録の標準報酬月額により試算した健康保険料及

び厚生年金保険料との合計額とおおむね一致することから、申立期間②に

係る厚生年金保険料については、給与から控除されていなかったと考えら

れる。 

３ このほか、申立人の両申立期間に係る厚生年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2363 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 15日から 46年６月 29日まで 

 厚生年金保険の加入記録を確認したところ、申立期間は脱退手当金を受

給しているため年金額に算入されないとの回答があった。 

 脱退手当金を請求したことも、もらった覚えもないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、ⅰ）申立人が勤務していた事業所の健康保険厚

生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」という。）により、申立人

の整理番号の前後 50 人の女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪

失日である昭和 46年６月 29日の前後４年以内に資格喪失した者 28人の脱退

手当金の支給記録を確認したところ、18 人に脱退手当金の支給記録が確認で

き、そのうち申立人を含む 14 人は資格喪失日から約４か月以内に脱退手当金

の支給決定がなされていること、ⅱ）当該事業所において厚生年金保険の事

務を担当していたとする者は、「従業員に代わって脱退手当金を請求してい

た。」と供述していること、ⅲ）上記４か月以内に脱退手当金の支給決定が

なされている 14 人のうち２人が「当該事業所に脱退手当金の請求手続を依頼

した。」と供述していることを踏まえると、申立人についてもその委任に基

づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

また、申立人の被保険者原票に脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示

が記されているとともに、脱退手当金の支給額に計算上の誤りはなく、厚生

年金保険被保険者資格喪失日から約４か月以内に支給決定されているなど一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当



金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 10月から平成２年７月まで 

    Ａ社Ｂ工場及び同社Ｃ工場に勤務していた期間のうち、昭和 60 年 10 月

に標準報酬月額が 30 万円になってから平成２年７月までの５年間同額にな

っている。当時は毎年１万円前後のベースアップがあったころであり、同

額はあり得ない。 

事実を確認できる資料は無いが、標準報酬月額に納得ができないので訂

正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額の記録について、

昭和 61年 10月から平成２年７月までの期間は 30万円になっているが、当時

は毎年１万円前後のベースアップがあったころなので、５年間同額はあり得

ないと申し立てている。 

しかしながら、Ａ社に照会したところ、「昭和 61 年から毎年若干額のベー

スアップがあったと推定されるが、これを具体的に確認できる資料は無く、

当時の賃金台帳等の資料も保管されていない。」と回答しており、申立期間

における申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額について確認すること

ができない。 

また、申立期間当時、当該事業所が加入していたＡ厚生年金基金の加入員

台帳の写しにより確認できる申立期間における申立人の標準報酬月額は、健

康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録と一致している。 

さらに、当該事業所の申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票は、

標準報酬月額を訂正した形跡も無く、オンライン記録とも一致していること



から、申立人に係る標準報酬月額の記録に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人が同僚として名前を挙げた７人に照会したところ、全員か

ら回答があり、そのうちの３人は、「ベースアップについては詳しくは分か

らないが、標準報酬月額が５年間同額はあり得ない。」と述べており、申立

人の主張と同様の供述を行っているものの、申立人が申立期間においてオン

ライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料額より高い保険料の控除

が行われていたことを確認できる資料は無く、これをうかがわせる供述も得

られない。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人の申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2365 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 41年３月から 42年４月まで 

昭和 40 年５月から 42 年４月までＡ社のＢ作業場でＣ業務作業員として

勤務していたが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できな

い。その後、同作業場に来ていたＤ社の作業員に紹介してもらい、同社に

勤務することになった。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所名簿によると、Ａ社は昭和 57 年２月 27 日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっており、当時の事業主も既に死亡していることから、

当時の役員であった者のうち生存及び所在が確認された一人に照会したもの

の、「申立人については記憶がなく、当時の資料も廃棄済みのため分からな

い。」と回答しており、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況につ

いて確認することはできなかったほか、商業登記簿謄本の記録により、平成

13 年６月６日に同社（当時は、Ｅ社）を合併したことが確認できるＦ社に照

会したものの、回答は得られなかった。 

また、申立人がＡ社で一緒に勤務していたとする同僚二人のうち一人につ

いては、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原

票」という。）によれば、同社で厚生年金保険の被保険者であった形跡が無

い上、申立人が姓しか記憶していないことから個人を特定することもできな

いほか、他の一人については、昭和 40 年５月 23 日から 41 年３月 15 日まで

同社で同保険の被保険者であったことは確認できるものの、所在が不明であ

り、これらの者から申立人の勤務状況等について確認することはできなかっ



た。 

さらに、オンライン記録により、申立期間当時、当該事業所で厚生年金保

険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者６人に

照会したところ、回答があった５人のうち、申立人を知っていると供述する

３人からも、申立人が昭和 41 年３月以降も当該事業所に勤務していたことを

うかがわせる供述は得られなかったほか、雇用保険の被保険者記録から、申

立人の当該事業所における同保険の加入期間は申立期間以前の 40 年５月 16

日から同年 11 月 30 日までであることが確認でき、ほかに申立人が申立期間

において当該事業所に勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

一方、雇用保険の被保険者記録によれば、申立人は、申立期間のうち昭和

41 年５月 20 日から同年 12 月 20 日までの期間、及び申立期間を含む 42 年４

月 16日から同年 12 月 20日までの期間においては、Ｄ社で同保険の被保険者

であったことが確認できる。 

しかしながら、事業所名簿によると、Ｄ社が厚生年金保険の適用事業所と

なったのは昭和 42 年１月１日であり、申立人の雇用保険の被保険者記録が確

認できる期間のうち 41 年５月 20 日から同年 12 月 20 日までの期間について

は厚生年金保険の適用事業所であった形跡が無い上、同社が保管する健康保

険厚生年金保険新規適用事業所届によれば、事業主が、当該事業所が厚生年

金保険の適用事業所となる旨の届出を行ったのは 42 年２月 24 日であること

が確認でき、ほかに当該事業所が 42 年１月１日以前の期間において厚生年金

保険の適用事業所となるための手続を行ったことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

加えて、オンライン記録により、申立期間当時、Ｄ社で厚生年金保険の被

保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者４人に照会し

たところ、当該事業所に係る被保険者原票によれば、このうち３人は当該事

業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 42 年１月１日又は自身が記憶

する入社時点において同保険の被保険者資格を取得したことが確認できるが、

当該３人が供述する申立期間当時の業務内容は、専務取締役及びＧ職（二

人）であり、いずれも申立人とは立場が異なっていたと考えられる一方で、

Ｈ業務作業員であったと供述する他の一人については、自身が記憶する入社

時期が申立人の雇用保険被保険者資格取得時期と同様に同年４月であるとこ

ろ、厚生年金保険の被保険者資格取得日も申立人と同日の同年５月１日であ

ることが確認できる。 

その上、当該事業所が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認通知書によれば、事業主は申立人の厚生年金保険被保険者資格取得日を昭

和 42年５月１日として届け出たことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2366 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 54年５月 26日から 57年４月１日まで 

昭和 54 年４月から 57 年３月末までＡ社に勤務し、Ｂ業務に従事してい

たが、申立期間について厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業所名簿によると、Ａ社は昭和 60 年 12 月１日に厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっている上、当時の事業主も既に死亡していることから、

申立人の同社における勤務状況及び厚生年金保険の適用状況について確認す

ることはできない。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする当該事業主以外の

３人のうち、生存及び所在が確認された者二人に照会したところ、このうち

専務取締役であったと供述する一人から回答があったものの、同人は、「申

立人が勤務していた期間までは記憶していない。」と供述しており、申立人

の主張を裏付ける供述は得られなかった。 

さらに、オンライン記録により、申立期間において当該事業所で厚生年金

保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された者 12 人

に照会したところ、回答があった４人のうち１人は、「申立人の記憶はある

が、勤務していた期間までは分からない。」と供述しているほか、他の３人

は、いずれも「申立人については記憶がない。」と供述しており、申立人が

申立期間において当該事業所に勤務していたことを裏付ける供述は得られな

かった。 

一方、前述の厚生年金保険被保険者４人のうち２人は、いずれも「申立期



間当時のＢ業務係は、申立人とは別人であった。」と供述しているほか、こ

のうち一人は、「このＢ業務係は、申立人の後任であった。」と供述してい

るところ、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、

当該Ｂ業務係で申立人の後任者とされる者は、申立人が当該事業所で厚生年

金保険の被保険者資格を喪失した翌月の昭和 54 年６月１日に同保険の被保険

者資格を取得したことが確認できるほか、当該二人のうち他の一人は、「私

は昭和 54 年 11 月に入社したが、その時、申立人は既に勤務していなかった。

また、私が保管している 55 年＊月＊日開催の会合の記念写真には、列席者の

名前がすべて記載されているが、その中に申立人の名前は無い。」と供述し

ている上、同人から提出された当該記念写真の氏名表の写しにおいて、申立

人の名前は無いことが確認でき、ほかに申立人が申立期間において当該事業

所に勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、雇用保険の被保険者記録によると、申立人の当該事業所における

離職日は昭和 54 年５月 25 日であることが確認でき、これは、申立人の厚生

年金保険被保険者資格喪失日と合致する。 

その上、オンライン記録によると、申立人が申立期間において国民年金に

加入するとともに、申立期間のうち昭和 54 年５月から 55 年３月までの期間

及び 56 年４月から 57 年３月までの期間について、その保険料の免除申請を

行っていることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2367 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  ① 昭和 23年 10月から 24年１月 10日まで 

             ② 昭和 25年４月 10日から 26年６月まで 

申立期間①は、昭和 23 年 10 月から 24 年５月までＡ社(現在は、Ｂ社)

の子会社であったＣ社に勤務し、Ｄ作業に従事していたが、申立期間①に

ついて厚生年金保険の加入記録が確認できない。 

申立期間②は、昭和 25 年３月から 26 年６月までＡ社の子会社であった

Ｅ社に勤務し、Ｆ作業に従事していたが、申立期間②について厚生年金保

険の加入記録が確認できない。 

厚生年金保険料の給与からの控除を確認できる給与明細書等は無いが、

両申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、事業所名簿によると、Ｃ社は昭和 24 年３月 21

日に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、商業登記簿謄

本の記録により、当時の役員であったことが確認できる者５人のうち個人

が特定された二人は、いずれも所在が不明であるため、申立人の勤務状況

及び厚生年金保険の適用状況について確認することはできないほか、Ｂ社

に照会したものの、「当時の資料を廃棄済みであることから、Ｃ社がＡ社

の子会社であったかどうかを含め、当時の状況は不明である。」と回答し

ており、申立人の主張を裏付ける資料や供述は得られなかった。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚二人につい

ては、当該事業所の健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿（以下

「被保険者名簿」という。）によれば、いずれも、当該事業所における厚

生年金保険被保険者資格取得日は昭和 24 年１月 10 日、同資格喪失日は同



年３月 21 日であることが確認でき、申立期間①において同保険の被保険者

であった形跡が無い上、このうち一人は既に死亡しており、他の一人は所

在が不明であることから、これらの者からも申立人の勤務状況及び当該事

業所における同保険の適用状況について確認することはできない。 

さらに、オンライン記録により、申立期間①において当該事業所で厚生

年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された

者４人に照会したところ、回答があった３人のうち申立人と当該事業所で

一緒に勤務したことがあると供述する２人は、いずれも、「申立人が勤務

していた期間までは分からない。」と供述しており、申立人が昭和 23 年

10 月から当該事業所に勤務していたことを裏付ける供述は得られず、ほか

に申立人が申立期間①において当該事業所に勤務していたことをうかがわ

せる事情は見当たらない。 

２ 申立期間②については、事業所名簿によると、Ｅ社は昭和 27 年６月１日

に厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなっている上、商業登記簿謄本

の記録により、当時の役員であったことが確認できる者３人は、いずれも

既に死亡しているため、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用状況に

ついて確認することはできないほか、Ｂ社に照会したものの、「Ｅ社は、

Ａ社の子会社ではなく、当時の社長の兄弟が設立した系列会社であったと

聞いているが、Ｅ社の資料を廃棄済みであるため、当時の状況は不明であ

る。」と回答しており、申立人の主張を裏付ける資料や供述は得られなか

った。 

また、申立人が当該事業所で一緒に勤務していたとする同僚３人につい

ては、当該事業所の被保険者名簿によると、いずれも、申立期間②におい

て、当該事業所で厚生年金保険の被保険者であったことが確認できるもの

の、このうち一人は既に死亡しているほか、他の一人は所在が不明であり、

生存及び所在が確認された別の一人に照会したところ、「申立人が勤務し

ていた期間までは記憶していない。」と供述しており、申立人が昭和 25 年

４月 10 日以降も当該事業所に勤務していたことを裏付ける供述は得られな

かった。 

さらに、オンライン記録により、申立期間②において当該事業所で厚生

年金保険の被保険者であったことが確認でき、生存及び所在が確認された

者３人に照会したところ、このうち申立人について記憶があると供述する

一人は、「申立人とは休憩所で一緒になる程度で、どのような仕事をして

いたのかも分からないので、勤務していた期間も分からない。」と供述し

ており、申立人が昭和 25 年４月 10 日以降も当該事業所に勤務していたこ

とを裏付ける供述は得られず、ほかに申立人が申立期間②において当該事

業所に勤務していたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

３ このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当



たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、両申立期間に係る厚生年金保険料

を各事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2368 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  平成 14年 10月 28日から 16年３月２日まで  

Ａ社に勤務していた期間の給与は 50 万円であったが、標準報酬月額が

15万円と記録されている。 

申立期間の給与明細書を保管しているので、正しい標準報酬月額に訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 14 年 10 月 28 日から 16 年３月１日までＡ社に勤務し、月

額 50 万円の給与の支給を受けていたが、オンライン記録によると、当該期間

の標準報酬月額が 15 万円と記録されており、実際の報酬月額よりも低額であ

ると申し立てている。 

しかしながら、当該事業所の設立時の代表取締役で、申立人が申立期間当

時、当該事業所の実質的な経営者であったとして名前を挙げた者は、「平成

９年に、Ａ社の関連事業所のうち中核的な事業所が事実上倒産した。その際、

事業を再建しようとしたが、仕事も資金も無かったことから、Ａ社の従業員

の標準報酬月額について、社会保険事務所（当時）に対し、実際の給与支給

額よりも低く届け出ることにした。」と供述している。 

また、申立期間当時の代表取締役からも、「私は当時、Ａ社の代表取締役

であったが、名目上の代表取締役にすぎず、実際の経営及び社会保険事務は、

申立人が名前を挙げた設立時の代表取締役が継続して行っていた。私は、平

成 10 年６月にＡ社で厚生年金保険被保険者資格を取得しているが、私の標準

報酬月額も、申立人と同じく実際の給与支給額より低く社会保険事務所に届

けられていた。」との供述があり、これは前述の設立時の代表取締役の供述



と符合する。 

さらに、申立人が所持する当該事業所の給与明細書によると、申立人は当

時、月額 50 万円の給与の支給を受けているものの、事業主が給与から控除し

ていた厚生年金保険料は、オンライン記録にある標準報酬月額に相当する厚

生年金保険料と同額か又はそれよりも低額であることが確認できる。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間においてその主張する標準

報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2369 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等：  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月 16日から 37年４月 16日まで 

    申立期間は､Ａ社に勤務していたと記憶しているので、この期間について

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、オンライン記録により、昭和 40 年４月６日厚生年金保険の適用事

業所に該当しなくなっていることが確認できる上、事業主は既に死亡してお

り、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について

確認することができない。 

また、申立人は当該事業所における同僚の氏名についての記憶がなく、オ

ンライン記録により､申立人が当該事業所において厚生年金保険の被保険者資

格を取得した昭和 37 年４月 16 日以前に、当該事業所で厚生年金保険の被保

険者資格を取得していることが確認できる同僚二人は、「申立人は、申立期

間に勤務していなかったかもしれない。」と供述している。 

さらに、オンライン記録により、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 36年 10 月 16日から厚生年金保険の被保険者資格取得記録が確

認できる 30 人（上記の二人を除く。）のうち、所在の判明した 14 人に照会

したところ、11 人から回答があり、そのうち４人は「申立人についての記憶

がない。」と供述し､他の７人は「申立人についての記憶がある。」と供述し

ているものの、申立期間に申立人が当該事業所に勤務していたことを裏付け

る具体的な供述は得られなかった。 

加えて、申立期間について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も

厚生年金保険料が給与から控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 



このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



北海道厚生年金 事案 2370 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年７月１日から同年９月１日まで 

昭和 39年７月 1日付けの会社の人事異動により、Ａ社からＢ社に転籍に

なり、申立期間について引き続き給与は支払われ厚生年金保険料が控除さ

れていたはずだが、厚生年金保険の加入記録が無いので、年金記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述から判断すると、申立人は申立期間においてＢ社に勤務

していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｂ社は、昭和 39 年９月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適用事業所に該当し

ていないことが確認できる上、同社は、昭和 42 年３月９日に厚生年金保険の

適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主の所在も不明なため、申

立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の適用状況について確認す

ることができない。 

また、オンライン記録により、当該事業所が厚生年金保険の適用事業所と

なった昭和 39 年９月に当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得

したことが確認でき、所在が判明した同僚３人に照会したところ、３人から

回答があり、そのうち当時Ｃ業務担当であった一人は、「昭和 39 年７月の事

業所開設当初は従業員が３人しかいなかったため、厚生年金保険の適用事業

所になれず、従業員が５人以上になった同年９月に申請して同保険の適用事

業所になった。したがって、同年７月分及び同年８月分の厚生年金保険料は

給与から控除していなかったはずである。」と供述し、他の一人は、「私は

昭和 39 年７月に入社したが、厚生年金保険料は同年９月から控除されていた



と思う。」と供述している。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、申立人も厚生

年金保険料が控除されていたことに関する具体的な記憶がない。 

 このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


